












まとめ 

1.対象例(236例)の 56年 2月現在での年齢は最低4か月,最高3年 3か月であり,乳児は14

例である。従って現時点で最終診断を下し得るだけの年齢に達していないと考えねばなら

ず,今回の調査は中間的診断によるものである。 

脳性麻痺または MR と診断された症例でも今後の所検査によっては他の疾患に分類されね

ばならぬ可能性は少なくない。特に運動発達遅滞で,現在特に問題とすることはないと判断

された症例が今後すべての面で正常に発達しうる可能性については即断できない。 

年齢の増加と共に MR,MBD その他行動上の問題を呈する可能性は少なくないだろう。慎重な

追跡が必要である。 

2.脳性麻痺,後遺症群では重症例が多く 59 例中 23例に達し,うち 6例がすでに死亡してい

る。 

脳性麻痺と診断された例ではその時点で直ちに訓練が開始されているが現時点でなお重い

運動障害を呈するものが少なくない。これは訓練技術の拙劣さのためなのか,それとも非可

逆的脳障害によるものなのかを考えねばならないが,ある限度を越えた脳損症では,その機

能を完全に回復せしめることは困難であると考えねばならない。 

しかし,障害を残すとしても早期に訓練を開始することによってこれを軽減することは可

能であり,意外なほど機能の改善される例が少なくない。厳密には control study を必要と

するので今後の問題としたい。 

3.運動発達遅滞その他運動症状を主訴とする 95 例のうち訓練の対象としたものは 16 例で

あった。訓練の対象としなかった 79 例中 11 例については現時点での状態を確認すること

はできなかったが他の 68 例については経過観察終了時点(1 歳～3歳)で問題なしと判断さ

れたか電話連絡などで異状のないことを確認した。 

訓練の対象とせず現時点で問題なしと判断した 68 例が今後すべての機能について正常に

発達しうるかどうかは不明であり,将来 MBD その他の症状を呈し得る可能性は残されてい

る。 

訓練対象とした 16 例はこの群の中ではとくに症状が強く危険度が高かった。これらの症例



に対し,もし訓練を行わなかったとしたらどのような結果になっていたか予測は困難であ

る。 

4.早期発見・治療の必要性については問題とするところはないが正しい診断と処置が必要

であり過剰診断過剰治療は避けねばならない。 

5.あとに障害を残すとしても,その障害を軽くするための訓練は重要である。神経系の可能

性についてはすでに認められているところであり,特に乳児期,早期治療によって神経機能

を回復せしめ得る可能性は大きい。 


